予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費

	事業名: 木材加工流通施設等整備加速化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　
　　　　　　　　　　　　林政部　県産材流通課　加工流通係　電話番号：058-272-1111（内3015）

　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：628,650千円（前年度予算額：404,750千円）

	要求内容


	１　要求の内容


岐阜県森林づくり基本計画（平成24年度～28年度）で定める木材製品の品質向上と製品安定供給体制の強化を図るため、岐阜県森林整備加速化・林業再生基金を活用し、木材加工流通施設等の整備を支援する。
・補 助 率：１/２
・事業実施主体：地方公共団体、森林組合、民間事業体等

・事業内容：木材製材・加工施設、木材乾燥機等
	２　所要経費


（１）木材加工流通施設等整備加速化事業費補助金　　 628,350千円
（２）木材加工流通施設等整備加速化事業県指導事務費     300千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	404,750
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	404,750

	要求額
	628,650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	628,650

	決定額
	628,650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	628,650


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　住宅産業等の需要者が求める品質の確かな製品を県内で加工・流通する体制を整備するため、木材加工機械設備等の導入を支援し、木材（県産材）加工量を平成26年度に42万m3、平成28年度には50万m3とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	木材（県産材）加工量

	223千m3

（H22）
	－
	－
	262千m3
（H23）
	420千m3

（H26）
	62.4％

	製材工場等への木材直送量
	130千m3

（H22）
	－
	－
	170千m3

（H23）
	220千m3

（H26）
	77.3％

	製品出荷量に占める人工乾燥材の割合
	31％

（H22）
	－
	－
	36％
（H23）
	51％

（H26）
	70.6％

	ぎふ性能表示材製品出荷量
	1千m3

（H22）
	－
	－
	7.7千m3

（H23）
	30千m3

（H26）
	25.7％


（平成24年度の取組）

	以下の施設整備に対して助成した。

○ストックポイント整備　　　　　　　１箇所
　　○プレカット加工施設整備　　　　　　１箇所

　　○木材加工施設整備　　　　　　　　　１箇所

　　○木材製材施設・集成材加工施設整備　１箇所


（平成24年度の成果）

	　平成24年度の機械設備導入により、品質の確かな製品を県内で加工・流通する体制の整備が進み、平成26年度までに木材（県産材）加工量が17千m3、人工乾燥材が２千m3、製材工場等への直送量が９千m3、増加することが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	県産材を県内で加工・流通する体制を整備し、県産資源の有効活用を図るとともに、地域経済を活性化させるために必要な事業である。


	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成23年度は、木材(県産材)加工量、人工乾燥材、ぎふ性能表示材、製材工場等への木材直送量の全ての指標が対前年比で上昇（増加）しており、事業効果が現れている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	木材加工施設については、木材(県産材)加工量、人工乾燥材、ぎふ性能表示材等を増加させる効果が大きいもの、また、流通施設については、製材工場等への木材直送量を増加させる効果が大きいものから優先的に予算を配分するなど、効率化が図られている。


（今後の課題）

	　木材（県産材）加工量を平成26年度に42万m3、平成28年度には50万m3とするほか、乾燥材割合の向上などの目標達成のためには、平成26年度以降も継続的に施設整備支援を行っていく必要がある。




（次年度の方向性）
	県産材を県内で加工・流通する体制を整備することで、県産資源の有効活用を図り、地域経済を活性化させるためには不可欠な事業であり、次年度も実施する。



